
議案第１２号 

 

   大口町介護保険条例の一部改正について 

 

 大口町介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  平成３０年２月２８日提出 

 

大 口 町 長  鈴 木 雅 博   

 

 （提案理由） 

 この案を提出するのは、介護保険法等の改正並びに大口町第７期介護保険事業計

画及び高齢者保健福祉計画の策定に伴い、この条例の一部を改正するため必要があ

るからである。 





 

大口町介護保険条例の一部を改正する条例 

 

大口町介護保険条例（平成１２年大口町条例第２１号）の一部を次のように改正

する。 

第４条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平

成３２年度まで」に改め、同項第１号中「２万２５０円」を「２万１，８２５円」

に改め、同項第２号中「２万９，２５０円」を「３万１，５２５円」に改め、同項

第３号中「３万１，５００円」を「３万３，９５０円」に改め、同項第４号中「３

万６，０００円」を「３万８，８００円」に改め、同項第５号中「４万５，０００

円」を「４万８，５００円」に改め、同項第６号中「５万４，０００円」を「５万

８，２００円」に改め、同号イ中「という。）」の次に「（租税特別措置法（昭和３２

年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条

の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項又は第３

６条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第３８条第４項に規定

する特別控除額を控除して得た額とする。以下この項において同じ。）」を加え、同

項第７号中「５万６，２５０円」を「６万６２５円」に改め、同号イ中「１９０万

円」を「２００万円」に改め、同項第８号中「６万７，５００円」を「７万２，７

５０円」に改め、同号イ中「２９０万円」を「３００万円」に改め、同項第９号中

「７万２，０００円」を「７万７，６００円」に改め、同項第１０号中「７万８，

７５０円」を「８万４，８７５円」に改め、同項第１１号中「８万３，２５０円」

を「８万９，７２５円」に改め、同条第３項を削る。 

 第１５条中「第１号被保険者」を「被保険者」に改める。 

 附則第６条中「（昭和３２年法律第２６号）」を削る。 

   附 則 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の大口町介護保険条例第４条の規定は、平成３０年度分

の保険料から適用し、平成２９年度以前の年度分の保険料については、なお従前

の例による。 
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大口町介護保険条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

（保険料率） （保険料率） 

第４条 平成３０年度から平成３２年度までの

各年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める額とする。 

第４条 平成２７年度から平成２９年度までの

各年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４

１２号。以下「令」という。）第３９条第

１項第１号に掲げる者 ２万１，８２５円 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４

１２号。以下「令」という。）第３９条第

１項第１号に掲げる者 ２万２５０円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ３

万１，５２５円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ２

万９，２５０円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ３

万３，９５０円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ３

万１，５００円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ３

万８，８００円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ３

万６，０００円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ４

万８，５００円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ４

万５，０００円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ５万８，２

００円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ５万４，０

００円 

イ 地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２９２条第１項第１３号に規定す

る合計所得金額（以下「合計所得金額」

という。）（租税特別措置法（昭和３２

年法律第２６号）第３３条の４第１項若

しくは第２項、第３４条第１項、第３４

条の２第１項、第３４条の３第１項、第

３５条第１項、第３５条の２第１項又は

第３６条の規定の適用がある場合には、

当該合計所得金額から令第３８条第４項

に規定する特別控除額を控除して得た額

とする。以下この項において同じ。）が

１２５万円未満であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２９２条第１項第１３号に規定す

る合計所得金額（以下「合計所得金額」

という。）が１２５万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 略 ロ 略 

(7) 次のいずれかに該当する者 ６万６２５

円 

(7) 次のいずれかに該当する者 ５万６，２

５０円 
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新 旧 

イ 合計所得金額が２００万円未満であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しな

いもの 

イ 合計所得金額が１９０万円未満であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しな

いもの 

ロ 略 ロ 略 

(8) 次のいずれかに該当する者 ７万２，７

５０円 

(8) 次のいずれかに該当する者 ６万７，５

００円 

イ 合計所得金額が３００万円未満であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しな

いもの 

イ 合計所得金額が２９０万円未満であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しな

いもの 

ロ 略 ロ 略 

(9) 次のいずれかに該当する者 ７万７，６

００円 

(9) 次のいずれかに該当する者 ７万２，０

００円 

イ・ロ 略 イ・ロ 略 

(10) 次のいずれかに該当する者 ８万４，

８７５円 

(10) 次のいずれかに該当する者 ７万８，

７５０円 

イ・ロ 略 イ・ロ 略 

(11) 前各号のいずれにも該当しない者 ８

万９，７２５円 

(11) 前各号のいずれにも該当しない者 ８

万３，２５０円 

２ 略 ２ 略 

 ３ 第１項第１号に掲げる第１号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る平成２７年度

から平成２９年度までの各年度における保険

料率は、同号の規定にかかわらず、１万８，

０００円とする。 

（罰則） （罰則） 

第１５条 町は、被保険者、被保険者の配偶者

若しくは被保険者の属する世帯の世帯主その

他その世帯に属する者又はこれらであった者

が正当な理由なしに、法第２０２条第１項の

規定により文書その他の物件の提出若しくは

提示を命じられてこれに従わず、又は同項の

規定による当該職員の質問に対して答弁せ

ず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、１０

万円以下の過料を科する。 

第１５条 町は、被保険者、第１号被保険者の

配偶者若しくは第１号被保険者の属する世帯

の世帯主その他その世帯に属する者又はこれ

らであった者が正当な理由なしに、法第２０

２条第１項の規定により文書その他の物件の

提出若しくは提示を命じられてこれに従わ

ず、又は同項の規定による当該職員の質問に

対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした

ときは、１０万円以下の過料を科する。 

附 則 附 則 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 
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新 旧 

第６条 当分の間、第９条に規定する延滞金の

年１４．６パーセントの割合及び年７．３パ

ーセントの割合は、同条の規定にかかわら

ず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法第９３条第２項の規定により告

示された割合に年１パーセントの割合を加算

した割合をいう。以下この条において同

じ。）が年７．３パーセントの割合に満たな

い場合には、その年（以下この条において

「特例基準割合適用年」という。）中におい

ては、年１４．６パーセントの割合にあって

は当該特例基準割合適用年における特例基準

割合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあっ

ては当該特例基準割合に年１パーセントの割

合を加算した割合（当該加算した割合が年

７．３パーセントの割合を超える場合には、

年７．３パーセントの割合）とする。 

第６条 当分の間、第９条に規定する延滞金の

年１４．６パーセントの割合及び年７．３パ

ーセントの割合は、同条の規定にかかわら

ず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項の規定により告示された割合に

年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下この条において同じ。）が年７．３

パーセントの割合に満たない場合には、その

年（以下この条において「特例基準割合適用

年」という。）中においては、年１４．６パ

ーセントの割合にあっては当該特例基準割合

適用年における特例基準割合に年７．３パー

セントの割合を加算した割合とし、年７．３

パーセントの割合にあっては当該特例基準割

合に年１パーセントの割合を加算した割合

（当該加算した割合が年７．３パーセントの

割合を超える場合には、年７．３パーセント

の割合）とする。 
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改 正 要 旨 

 

１ 改正の趣旨 

  介護保険法第２０２条（被保険者等に関する調査）及び第２０３条（資料の提

供等）の改正、介護保険法施行令の一部を改正する政令（平成２８年政令第３０

７号）の施行並びに大口町第７期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画の策

定に伴い、介護保険料の改定等を行うため、この条例の一部を改正するものです。 

 

２ 改正の概要 

 (1) 保険料率（第４条関係） 

ア 保険料の改定を行います。 

介護保険料 

段階 対 象 者 保険料率 

年額保険料

（新） 

年額保険料

（旧） 

第１段階 

非課税世帯 

家族全員が

非課税の場

合 

○生活保護受給者、老齢福祉年

金受給者 

○課税年金収入額と合計所得

金額の合計が８０万円以下

の方 

０．４５ ２１，８２５円 ２０，２５０円 

第２段階 

課税年金収入額と合計所得金

額の合計が８０万円以下の方 

０．６５ ３１，５２５円 ２９，２５０円 

第３段階 

課税年金収入額と合計所得金

額の合計が１２０万円を超え

る方 

０．７０ ３３，９５０円 ３１，５００円 

第４段階 

本人非課税 

家族が課税

されている

場合 

課税年金収入額と合計所得金

額の合計が８０万円以下の方 

０．８０ ３８，８００円 ３６，０００円 

第５段階 

課税年金収入額と合計所得金

額の合計が８０万円を超える

方 

１．００ 

（基準額）

４８，５００円 ４５，０００円 

第６段階 

本人課税 

本人が課税

されている

場合 

合計所得金額が１２５万円未

満の方 

１．２０ ５８，２００円 ５４，０００円 

第７段階 

合計所得金額が１２５万円以

上２００万円（※１９０万円）

未満の方 

１．２５ ６０，６２５円 ５６，２５０円 

第８段階  

合計所得金額が２００万円以

上３００万円（※２９０万円）

未満の方 

１．５０ ７２，７５０円 ６７，５００円 
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第９段階 

合計所得金額が３００万円（※

２９０万円）以上５００万円未

満の方 

１．６０ ７７，６００円 ７２，０００円 

第１０段階 

合計所得金額が５００万円以

上１，０００万円未満の方 

１．７５ ８４，８７５円 ７８，７５０円 

第１１段階 

合計所得金額が１，０００万円

以上の方 

１．８５ ８９，７２５円 ８３，２５０円 

※は改正前の金額 

イ 介護保険料段階の判定指標に合計所得金額を用いているが、土地を譲渡（収

用や災害等）した場合に生じる売却収入等に対する税法上の特別控除が適用

されていないため、譲渡した年の翌年の合計所得金額が急増し、介護保険料

が高額になる場合があります。そのため、合計所得金額から、租税特別措置

法に規定する長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額を控除した

金額を合計所得金額として用いることとします。 

ウ 平成２７年度から平成２９年度までの各年度において実施していた保険料

段階第１段階に対する軽減措置を廃止します。 

 

 (2) 罰則（第１５条関係） 

現在は、被保険者のほか、第１号被保険者の配偶者や世帯員等が質問検査に

応じなければ過料を科すことになっていますが、第２号被保険者自体のサービ

ス利用も増加しているとともに、配偶者や世帯主の所得をサービス利用に当た

って把握する必要が高まってきているため、第２号被保険者の配偶者や世帯員

等も質問検査に応じなければ過料を科すこととします。 

※第１号被保険者は６５歳以上の方をいい、第２号被保険者は４０歳から６５

歳未満の方をいいます。 

 

３ 施行期日 

平成３０年４月１日から施行します。 
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